
 

- 83 - 

 

第９章   開発行為の許可に当たって付する条件について 

 

開発行為の許可に当たっては、事業内容に応じ、次の「必須条件」及び「案件に応じた

条件」が付されるので、開発許可後の事業実施に当たり注意すること。 

 

１ 必須条件例 

次に掲げる条件に従って開発行為（法第 10 条の２第４項の「森林の有する公益的機能

を維持するために必要な施設」の設置を含む。）が行われない場合には、この許可を取

り消すこと又は復旧に必要な行為等を命ずることがある。 

(1) 森林法施行細則（昭和 50 年栃木県規則第１号）を守ること。 

(2) 開発行為は、申請書及び添付図書の内容に従って行うこと。 

(3) 県職員が開発行為の施行状況に関する調査を行う場合には、これを拒否しないこ

と。  

(4) 開発行為を完了したときは、遅滞なく県知事に届け出ること。また、県職員が施行

結果に関する確認を行う場合には、これを拒否しないこと。  

(5) 開発行為を中止し又は廃止したときは、遅滞なく県知事に届け出るほか、県知事の

指示に従い防災措置を講ずるとともに、県職員が実施結果につき確認を行う場合に

は、これを拒否しないこと。  

(6) 開発行為に係る土地の権利の譲渡を行うときは、あらかじめ県知事に届け出るこ

と。  

(7) 開発行為の計画を変更するときは、許可の変更申請を行うこと。  

(8) 開発行為の施行中に災害が発生した場合には、土のうの設置、排水処理その他の適

切な措置を講ずるとともに、遅滞なく県知事に届け出ること。  

(9) 森林の伐採に当たっては、事前に残置森林の林縁木に目印をするなどの方法によ

り、残置森林の境を明示した上で実施し、施行中に残置森林を損傷しないよう十分注

意すること。 

(10) 森林の有する公益的機能を維持するために必要な（施設名＋仕様等（※１））を先

行設置することとし、当該施設の設置が完了するまでの間は、（開発行為名（※

２））に着手しないこと。なお、当該施設の設置が完了したことは、県職員の確認に

より、これを認める。 

 ※１：具体的な施設（擁壁、排水施設、えん堤、洪水調整池、沈砂池等（仮設の施

設を含む））及びその仕様（容量、強度、水の放出量などの主要な仕様）を

明記 

   ※２：具体的な開発行為（伐採、土地造成、工作物の設置等）を明記 

(11) 切土、盛土又は捨土は、強雨時、台風襲来時又は融雪時には行わないこと。また、

強雨時、台風襲来時又は融雪時には施行途中の切土、盛土又は捨土が流出し又は崩壊

しないように流出及び崩壊の防止措置を講ずること。 
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(12) 開発行為の施行中における森林の有する公益的機能を維持するために必要な施設の

維持管理については、計画書に記載の維持管理方法に即して行うこと。 

(13) 開発行為の状況に応じ、施行中埋設する工作物については視認できる期間中に確認

を受けるとともに、施行状況については定期報告を行うこと。 

（14）残置又は造成した森林については、将来にわたり保全又は形成に努めること。 

 

２ 案件に応じた条件例  

(1) 〇か月毎に開発行為の施行状況について県知事に報告書を提出すること。  

(2) 切土、盛土又は捨土は、下流に対する安全を確認した上で行うこと。  

(3) 切土を行った後の地盤にすべりやすい土質の層がある場合には、その地盤にすべり

が生じないよう、杭打ちを行うこと。  

(4) 法面上又は法肩付近の不安定な岩塊、土塊、樹根等は除去すること。  

(5) 法面の緑化作業は、〇月末までに行うこと。  

(6) 利用後は、〇を１ヘクタール当たり〇本以上植栽すること。  

(7) 付替道路の設置は、〇月末までに完成すること。  

(8) 資力及び信用を証する書類について、申請時に、事業者の資金計画書及び金融機関

からの関心表明書等を提出した場合、着手前に融資証明書を提出すること。  

(9) 防災措置を講ずるために必要な能力があることを証する書類について、申請時に、

開発行為に着手する前に必要な書類を提出することを誓約する書類等を提出した場

合、着手前に必要な書類を提出すること。  

(10) その他  


